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Ⅴ まとめ 
 

平成１７年度末時点での日高市バランスシート・行政コスト計算書を作成した

結果、前年度との比較においてバランスシートは、資産、負債については減少、

正味資産については増加となっています。 
これは、平成１７年度は新たな有形固定資産の整備が減少したことに伴い、取

得経費を減価償却費が上回ったことや、流動資産における財政調整基金の取り崩

しの影響によるものです。今後も厳しい財政事情により、有形固定資産の整備は

年々減少し、財政調整基金も単年度収支不足に伴う取り崩しなどにより基金残高

が減少していくことが予想されるため、大規模な整備事業は難しいと考えられま

す。 
また、将来負担となる地方債については減少となっています。これは、地方債

は財政の硬直化を防ぐためその増加を抑えることが必要となり、これまでの単年

度における地方債元金償還額と地方債借入額との均衡を考慮した財政運営のほか、

平成８年度より続けている（平成１０年度を除く）繰上償還の成果が現れてきて

いるためです。（繰上償還を継続して行っている市町村は県内でも少数。）今後

とも、地方債償還額と借入額の均衡並びに繰上償還を行った運営をしていく必要

があると考えます。 
正味資産については、国庫補助負担金の一般財源化や制度改正などがここ数年

行われており、国庫・県支出金は実質上減少していくものと予測できます。有形

固定資産の整備にあたっては、対象となる施設について調査を徹底し、将来の負

担とならない国庫・県支出金を有効活用していくとともに、単独で行う場合であ

っても交付税措置のある起債と合わせ、負担が最も少なくなる手法を検討し、事

業を行っていく必要があると考えます。 
次に行政コスト計算書については、行政コストが前年度より約２６億円、増加

率にして約１７%減少した結果となりました。これは、平成１６年度は土地開発
基金の廃止や武蔵高萩駅の駅舎橋上化負担金等一時的な増加要因があったためで

す。平成１５年度との比較では、行政コストは約２千万円の増加となっています。 
平成１７年度の主な増加要因としては、物にかかるコストと移転支出的なコス

トの増額によるものであり、中でも現実に現金支出を伴う扶助費、繰出金、物件

費の増加が目立ちます。扶助費は乳幼児医療費の増加によるものであり、繰出金

は国民健康保険、介護保険などの各特別会計に対する繰出金の増加によるもので

す。また、物件費はごみ処理増加に伴う可燃ごみ収集運搬処理委託料の増加によ

るものです。この他、人件費、補助費等、普通建設事業費（他団体への補助金

等）、公債費は減少となっております。 
なお、扶助費、繰出金、物件費については今後も増加が見込まれます。扶助費

については歳出事業費の増加に伴いある程度は国庫支出金の増加が見込まれるた

め、一般財源の増加に直結することはありませんが、今後も国庫補助負担金の廃

止、削減により、国や県からの財源が見込めるとは限らないことが危惧されます。 
また、物件費、繰出金についてはほとんどが一般財源で賄われています。そのた
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め、これらの経費を抑えていくことが今後の日高市の大きな課題であると考えま

す。ごみ処理量は今後も増加が見込まれるため、ごみの減量化に繋がる施策の推

進を行うことや繰出金の適正化に努め、特別会計の健全な財政運営を維持してい

くことが必要になります。自主財源を確保する努力を行うとともに効率的な行財

政運営の推進に努めていかなければなりません。 
この様な状況の中、これまでの行政改革や財政運営により、その節減効果が現

れているものもあります。人件費においては、新規採用職員の抑制、職員手当の

削減による減少がみられるとともに、公債費の利子についても繰上償還に伴う利

子節約効果による減少がみられます。これらの経費は支出の削減が難しい義務的

経費ですが、その節減の手法を検討しながら行ってきた効果であり、財政運営の

硬直化を招かぬよう今後もその手法を検討しつつ、更なる効果を生み出すよう努

めていかなければなりません。 
今後も行政サービスの質を向上させつつ、以上のような課題を克服していくた

めには、これまで以上に行政の効率化を図る必要があります。明確な指針をもっ

た行財政運営を進めていくとともに、市民にとって本当に必要な行政サービスの

見直しや、事業の取捨選択を図っていく必要があると考えます。 
今回作成したバランスシート及び行政コスト計算書は、前回と同様に、総務省

より示された作成要領に準拠して作成したもので、正規の企業会計原則に基づい

て作成したものではありませんが、今後の適正な行財政運営とその透明性を確保

するための一つの手法として更なる活用方法を検討していくとともに、決算統計

による数値を基礎データとしているため、その正確性の限界などの問題点につい

て研究を進め、さらに有効に機能するものとしていきたいと考えております。 
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Ⅵ 附属書類等 

資料 １ 
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資料 ２ 
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資料 ３ 
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資料 ４ 
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資料 ５ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 


